




































【図表19】 社外取締役へのサポート体制・環境(1)

 全体的に、企業側が「構築している」と回答した割合と、社外取締役側が「現在このサポート体
制・環境が既に存在する」と回答した割合は概ね一致しており、各企業の取締役会事務局等によ
る取組の成果が、社外取締役側にも評価されていると言える。

 「現場視察・ヒアリング」や「取締役会資料の早期提供」、「取締役会の事前説明」は、約7割の企
業で実施されており、大半の日本企業において一般的なサポート体制・環境となっている。

 「取締役会事務局の充分なリソース」については、企業側の回答は40%にとどまるが、社外取締
役側の回答は59%に上っており、社外取締役側は概ね満足している。

 「社外役員のみでの議論の場」も、社外取締役側の方が回答割合が高くなっており、社外取締役
が自主的にそのような場を設けていることがその一因かと推察される。

 現状で実施率が低く、社外取締役から今後の新設・拡充に対する要望が多いものとして、「外部
専門家を選任し、会社の費用負担で助言を得る権限」が挙げられた。
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